














　The… importance…of…corporate… intellectual…property…strategy…has…been…recognized… for…a… long… time,…but…progress… in…







































































































































































































1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年
全体件数 13,476 15,146 16,922 32,907 33,191 27,204 25,035 24,890 23,648 21,591
内ビジネス 6,230 6,665 7,764 22,315 22,180 16,106 13,478 12,565 11,280 9,961
ビジネス以外 7,246 8,481 9,158 10,592 11,011 11,098 11,557 12,325 12,368 11,630
2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
全体件数 20,307 19,735 17,815 17,523 17,544 18,653 19,226 18,995 18,182 16,875
内ビジネス 9,439 8,931 8,038 7,592 7,183 7,624 7,996 8,055 7,761 8,120
ビジネス以外 10,868 10,804 9,777 9,931 10,361 11,029 11,230 10,940 10,421 8,755
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に分けると、初年度の 2016 年は 168 件、2017 年も 185 件に留まっている。 
 
表４ ソフトウェア画面意匠の登録件数の推移 
 2016 年 2017 年 













































1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年
件数 5,955 5,800 6,761 8,348 8,183 6,981 7,286 7,979 8,159 8,932
2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
件数 18,488 14,685 13,246 14,827 15,668 19,090 19,238 20,718 23,550 26,291
表７　プログラム著作物の登録申請状況21）
2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
件数 330 489 336 357 249 256 216
2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年






























































また、経済産業省が 2007 年 3 月に実施したソフトウエアの法的保護に関する意識調査によれば、特許取得の目的は
『他社による同種発明の権利化を防ぐため(防衛出願)』が 31.3%で，『発明を自ら独占的に実施するため』の 24.2%を上
回った。次いで『他社からの権利行使への対抗手段とするため』が 19.18%。『発明を他社に実施許諾して収益をはかる
ため』が 17.16%，『他社との間で相互に実施許諾するため(クロスライセンス)』が 12.12%だったとされる。23)この調査
結果から、ソフトウェア業がソフトウェア特許の取得をする主たる目的は、自ら使うのではなく防衛のためであること
が判る。 
 2007 年時点においては、ソフトウェア関連特許の取得目的は主に防衛のためであり積極的に特許を活用して事業拡大
を図る目的は低かったが、その後も出願件数が横ばいとなっていることは、現在もその目的に大きな変化がないという
ことが推測される。 
 
(3)意匠権および著作権に関する考察 
 意匠権については、上述の通り、ソフトウェアの画面デザインに関する意匠権の登録制度が始まって間もないことや、
登録が認められるものが物品に記録された画像に限られていることもあって、企業の知財戦略ではほとんど考慮されて
いないと考えられる。 
著作権に関しては、少なくともパッケージソフト販売大手のソフトウェア業における不正コピー対策については、ザ
・ソフトウェア・アライアンス（BSA）を通じて、報奨金プログラムを用いた対策を積極的に行っている 24)ことから、
企業戦略上も重要視されていると考えられる。しかしこのことは、パッケージソフトの営業・販売戦略との関係で重要
視されているといえるものの、必ずしも知財戦略上著作権を重要視しているとは言えない。また、ソフトウェア情報セ
ンターのプログラム著作物の登録申請数が低迷している点を踏まえれば、少なくとも公的な登録制度を利用してまでソ
フトウェア関連の著作権を積極的に守りたいと考えるソフトウェア企業は多くなく、著作権については、防衛目的での
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図３　ソフトウェア関 の件数の推移グラフ
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ソフトウェア業における知財戦略とIPランドスケープ
トウェア関連の著作権を積極的に守りたいと考えるソフトウェア企業は多くなく，著作権については，防衛目的での活
用もそれほど積極的ではないと考えられる。
７．IPランドスケープを考慮した知財戦略オプション
　IPランドスケープを考慮した知財戦略を策定するには，第６章で分析と考察を加えたソフトウェア関連の知財情報に，
マーケット情報等の非知財情報を統合して事業環境の分析や将来の見通しを行い，「知財戦略オプション」を経営陣・
事業責任者に対して提示する必要がある。
　これを実現するためには，業態または個別企業ごとにＳＷＯＴ分析やＰＥＳＴ分析等を実施する必要があるが，ソフ
トウェア業が特に考慮すべきと思われる「知財戦略オプション」をいくつか挙げると，次の通りである。
（1）特許権の失効対策
　４（3）で述べたとおり，ビジネスモデル特許以外のソフトウェア関連特許の出願件数は，1997年以降徐々に増加
傾向を示したが，これらの特許権は2017年以降に順次20年の存続期間を終えて失効する。このため，戦略上重要な特
許発明については，その独占権を実質的に延長させるため，関連発明や改良発明の出願を進める必要がある。
（2）ハードウェア関連特許の侵害リスクの低減
　AIやIoTの進展に伴い，ソフトウェアやプログラム単独ではなく，ハードウェアと一体化した発明の特許出願件数の
増加が予想される。そのため，事前の特許調査の範囲をハードウェア機器の発明にも広げたり，ハードウェア関連の専
門家の助言を受ける等，他社の特許権の侵害リスクを低減するための対策を取るべきである。
（3）画面デザインの意匠権や図形の商標権の活用
　ソフトウェアの画面デザインに関する意匠権の登録制度は，６（3）で述べたとおり，企業の知財戦略ではほとんど
考慮されていないのが現状であるが，近年の経営戦略におけるデザイン重視の潮流を考えれば，当該制度を積極的に活
用してデザイン面での競争優位性を確保することを検討すべきである。同様の理由により，商標権についてもデザイン
面を重視した図形の商標の活用が望まれる。
（4）特許権等と著作権との知財ミックス
　ソフトウェアは著作物となるため，ソフトウェアの知財ミックスの検討にあたっては，常に著作権との関係を意識し
なければならない。また，ソフトウェアの委託開発等においては，委託者（発注者）が著作権者，受託者（請負者）が
特許権者というように権利者が別れる危険性もあるため，そのような事態を避ける契約上の工夫も必要となる。
（5）知財のオープン戦略
　ビッグデータの重要性が高まるにつれ，ソフトウェア業でも市場シェアを高めることが新たな事業価値につながる例
が増えてきている。それを踏まえて，標準化や他社との連携を進めるためには，知財のオープン戦略の立案や見直しが
必要となる。
８．おわりに
　ハードウェア関連の製造業と比較すると遅れがちなソフトウェア業の知財戦略に関して，まずソフトウェア関連特許
の出願件数やその他の知的財産権についての現状分析を行って，ソフトウェア業における知財情報を整理した。さらに，
IPランドスケープを考慮した知財戦略のオプションに関して，ソフトウェア業が特に考慮すべきと思われる事項につい
て検討を行った。
　研究を進めていくにつれ，特許権等については出願公開資料等の分析が可能であるが，著作権については客観的な分
析の対象となる資料が極めて少なく，その点の限界を認識した。また，IPランドスケープを考慮した知財戦略のオプショ
ンに関しては，非知財情報の統合が不可欠の要素となるが，一口にソフトウェア業といっても，受託開発型のシステム・
インテグレーターからゲーム配信会社までその業態は多種多様であり，それらの個別業態ごとの検討の必要性を感じた。
本稿では個別業態にまで踏み込んだ検討は行わず，ソフトウェア業に共通する知財戦略オプションの検討に留まったが，
今後は，より個別の業態に絞り込んだ研究も行って行きたい。
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